
東京財団・日本経済新聞共同セミナー

ポストコロナと税制・財政
佐藤主光（もとひろ）

一橋大学経済学研究科・IPP

社会科学高等研究院医療政策・経済研究センター

1



財政規律を取り戻す
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これからの危機

• コロナ禍だけが我が国の危機ではない

• これからの危機＝人口の高齢化による社会
保障費の増加・労働力の低迷（低成長）

➢我が国の今世紀前半の「構造問題」であっ
て、脱デフレ・コロナ克服で解決するわけで
はない

• 財政が持続可能でなければ社会保障も持
続しない・・・・⇒平時の財政健全化が必要

✓例：社会保障と税の一体改革
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失われた財政規律？

• 誤解：積極的財政政策（出動）において財政規律は必要ない？

⇒財政の拡大は財政規律の弛緩を容認するわけではない・・・

• 財政規律のマクロとミクロ

 マクロ＝歳出の総額を制御（コントロール）できるか？

 ミクロ＝優先順位の高い政策・事業に重点的に配分できているか？

➢制御できない財政拡大は非常時（＝コロナ禍）に留まらず、平時（＝コロナ収束後）も赤字を膨張させ財政
の持続性を危うくしかねない

✓一度拡げた「風呂敷（＝財政）」を閉じることができるのか？

➢ 「規模優先」の財政政策は費用対効果の検証が乏しく無駄の温床になりかねない・・・

✓政府が推進してきたEBPM（証拠に基づく政策形成）、ワイズスペンティングにも反する
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非常時の財政支出の恒常化？

• 歳出拡大（当初予算から約60兆円
増）は一時的？

⇒コロナ禍が収束すれば歳出水準も
元に戻るか？（ワニの口は閉じるの
か？）

• コロナ禍でダメージを受けた中小企
業、観光産業、医療機関等への支
援が（名目を変えながら）継続？

✓危機対応の「既得権益化」

危機の平常化⇒財政の膨張に歯止
めが掛からない・・・

5出所：財務省資料

リーマンショックで拡
大した歳出は継続

更に開いた「ワニの口」



コロナを契機にした歳出拡大要求

• 医療＝医療従事者への待遇改善、コロナに係る必
要病床の確保

• 観光＝インバウンド回復までの観光業への支援の
継続

• 従前、新しい財政ニーズには財政規模を拡大させて
きた⇒「量」による対応

• ミクロの財政規律＝財政の「質」の改善

既存事業の見直しは？

優先順位に応じた予算配分

⇒規模を拡大させることなく、配分を見直し・効率化に
よっても対応は可能＝ワイズスペンティング
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既存事業への支出

新しい財政ニ
ーズへの支出

財政規模の拡大

優先順位の
見直し

－1

財政規模一定



コントロール出来ているか？

• ポストコロナ（ニューノーマル？）は「大きな政府」に転換？

「大きな政府」か「小さな政府」か？⇒選択（国民的合意）の問題

• 問われるべきは・・・

➢効率的な政府か？⇒「規模優先」ではなく、効果検証（エビデンス）による「メリハリ」のある予算配分

➢コントロール出来ているか？⇒歳出が歯止めが利かないまま膨張するリスク（例：医療費など）

• 何故、コントロールできないのか？

其の1：予算制度＝Pay as you go原則の不徹底＋「抜け穴」としての補正予算

其の2：財政ルールの欠如＝財政赤字の最終的な「帳尻合わせ」が明らかではない・・・・

✓消費税OR所得税増税、社会保障OR補助金カット、経済成長に期待？⇒自分の都合の良い帳尻合わせを期待
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当初予算
＋補正予算

コロナ関連

平時の支出

例：教育、公
共事業、社
会保障等

平時の財政
＝一般会計

非常時の財政
＝特別会計

財布を分けるミシン目を入れる

償還財源をどうす
るか？



財産税？
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償還財源としての財産税？

• 金融危機・コロナを契機に資産格差が顕在化・・・

• 時限的な資産課税＝世界金融危機（2008年）とそれに伴う財政悪化以降、欧州の幾つかの国で実施。

✓アイスランド：2010年から2014年にかけて約7100 万円超の純資産に1.5～2%の税率で富裕税を課税。

⇒ 財政危機に対する非常手段

• 社会保障など平時の財政に係る財源は消費税等経常的な税を充てる一方、コロナ対策により急増した債
務を臨時的な富裕税（及び環境税）でもって償還

✓実施はコロナ禍の収束した後とする。課税ベースは資産全般であり、一定の期日（例えば202X年1月1日）
に日本に居住して一定額以上の純資産（＝資産－負債）を有した個人が納税義務者。

✓土地・株式等は時価評価を原則とする。土地は公示地価や固定資産税評価額を参照。非上場株式を含む
評価が難しい資産については比較可能な資産の市場価値から推計。
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出所：財政制度等審議会
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財産税の試算
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全国消費実態調査（2014年）

• 純資産が5千万円超1億円未満に対して税率5％、1億円超

に対して10％の富裕税を課すならば、税収は約31兆円。

純資産 税率
5千万円～1億円 5%
1億円～ 10%
税収(兆円） 31.3

平均 総額 世帯あたり 総額 平均 総額

上位 世帯数 万円 兆円 万円 兆円 万円 兆円

20% 9,332,022 9,699 905.1 5000 467 4,699 438.5
5% 2,333,005 18,030 420.6 10000 233 8,030 187.3

純資産額 控除額 課税資産（控除後）



社会保障の財源をどうするか？
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消費税を巡る誤解

• 「原因」と「結果」の混同

誤解＝消費税増税は景気後退の「原
因」・・・

実際＝消費税増税は社会保障費の
増加・財政悪化の「結果」

• 問われるのは高齢化社会においてど
のように社会保障給付等の財源を確
保する、給付等を抑えるか？

原因 結果

通念 消費税増税 景気後退

実際 社会保障費増・財政悪化 消費税増税
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出所：内閣府



何故消費税か？

消費税の性格 経済的帰結

仕入れ税額控除 税負担が生産過程に堆積しない⇒経済活動を（直接的に）損なわない

仕向地主義課税 輸入品課税・輸出品ゼロ税率⇒税負担と国際競争力の遮断
✓ 国内の財政需要の充足と国際競争力の確保の分離
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政府税調中期答申「消費税は、世代や就労の状況にかかわらず、消費の水準に応じて、国民が幅広く負担を分

かち合う。所得に対して逆進的であるとの指摘がある一方、・・・・・や生産、勤労意欲に対する影響や景気によ

る税収の変動が相対的に小さい。国境税調整の仕組みの存在により、内外の税率差による国際競争力への影

響を遮断できる。 ・・・人口減少・少子高齢化と経済のグローバル化が進む中、消費税の役割が一層重要になっ

ている」



医療・介護現状投影 医療介護計画実現 医療・介護現状投影 医療介護計画実現
　年度 % % % %

2020 10 10 10 10
2025 16.31 16.31 15.68 15.69
2030 16.99 16.97 16.08 16.07
2035 17.75 17.72 16.65 16.64
2040 18.46 18.45 17.17 17.16

経済成長の前提：ベースライン・ケース 経済成長の前提：成長実現ケース

データの出所：「2040年を見据えた社会保障の将来見通し」（厚生労働省）
注1：2020年は実績値（10％で公費の全てを賄っているわけではない）
注2：医療の単価伸び率は「将来見通し」における伸び率①に対応したもの

消費税率の見通し
試算の前提＝今後見込まれる社会保障4経
費の公費負担を消費税で賄った場合
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デフォルトとしての消費税

年度
2040コロナ収束後

（例：2025年）

消費税率
（標準税率）

18％

10％

社会保障の充実
等歳出拡大

経済の好転
歳出抑制

毎年一定率引き上げ

202Ｘ

工程表の見直し



税制のグリーン化
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税制のグリーン化

• 世界で拡がる環境税（カーボンプライシング）

二重の配当

✓其の1：CO2排出の抑制（地球温暖化対策）

✓其の2：税収の確保（財政健全化にも貢献）

⇒我が国でも環境税拡充の余地

• 令和２年度税制改正大綱

持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）を踏まえ、持続
可能な社会を構築するためにも、2020 年から

実行段階に移るパリ協定に基づき、脱炭素化
に向けた取組みを加速することが重要である。

20出所：環境省資料



環境省資料 21
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CO2排出量1トン当たりのエネルギー課税

（日本＝100）

ガソリン 石炭（産業用）

注1：税には炭素税・地球温暖化税の他、石油石炭税等各国のエネルギー関連税を含む
注2：税率は2017年3月現在
出所：環境省「諸外国における炭素税等の導入状況（2017年7月）

環境税の国際比較
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23出所：環境省資料


